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１ 地域保健対策について 



地域保健対策検討会報告書の概要 
 

【地域保健を取り巻く社会的背景】 
 

                

              
 
              

 
 

 
 
 

○ 人口構造の急激な変化 ○ ＮＣＤ（非感染性疾患）の拡大 

○ 科学技術の進歩、経済活動の広域化等の  
  一層の進展に伴う健康リスクの増大 

○ 関連する制度改正等の動き 

       ・食育基本法 
       ・がん対策基本法 
       ・高齢者医療確保法 
       ・自殺対策基本法        等 ○ 健康危機管理事案の変容 

○ 住民生活スタイルの多様化 

         政策課題 

○ 国民ニーズの質的変化（多様化及び高度化） 

  への対応 

○ 保険者による保健施策や医療・介護福祉施策 

  との一体的な展開 

○ 健康危機管理事案への対応 

○ 健康に関する地域格差の縮小に向けた対応 

○ 地域保健対策の新たな課題に対応できる人材 

  の育成 

方向性実現のための手段 【地域保健対策業務全般】 

○ 地域資本（公的・民間／人的・物的・社会的（ｿｰｼｬﾙ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ等））の 
  ベストミックスによる国民ニーズへの対応 

【情報の取扱い】 
○ 地域保健情報の標準化及び評価・公表による可視化、目標や 
  改善策の共有等を通じた地域でのＰＤＣＡサイクルの構築及び推進 

【地域保健人材のあり方】 

○ 目標達成のために必要な資質の向上及び能力の育成 
               （事業こなし型・活動目的型 → 目標達成型） 

【個別事業活用のあり方】 
○ 医療・介護福祉等関連領域の事業等を含めた施策の総合的推進 

【組織間連携のあり方】 

○ 事案の緊急性や重篤性に応じた国・都道府県・市町村連携の強化        
                        （役割分担型 → 重層連携型） 

地域保健対策の方向性 

保健サービスと福祉サービスとの 

一体的提供  

個人を対象とした公助 

学校や企業等との積極的連携 地域保健 
 の役割    自助及び共助支援としての公助 

ソーシャル・キャピタル
の活用 

平成6年 平成24年 
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志に基づく縁 

 
 

企業・保険者 

学校 

価値観や経験を共有し、健康課題の解決
に強い動機をもつネットワーク 

（例：保健活動推進員、食生活改善推進員、
患者会、ＮＰＯ等） 

児童生徒やＰＴＡのほか、 
地域住民の活動・交流の場 

地縁 

労働者やその家族の健康管理を担う
と共に、地域社会への社会的責任を

果たすことが求められる場 

営業者による連帯 

業を通じて住民の健康課題を 
共有する営業者のネットワーク 

（例：生活衛生・食品安全同業組合等） 

自治会 

青年会 子供会 

今後の地域保健対策を見据えた具体的体制整備 

●ソーシャル・キャピタルの核となる人材（例えば、健康意識を持ち、実践する 
 「健人（仮称）」など）の計画的な発掘・育成を通じた住民主体の保健活動の推進 
○学校保健委員会等の学校を取り巻く協議の場への積極参画 
●企業や同業組合等による取組みを促進させる環境整備 
○リスク・コミュニケーションを含めた地域への分かりやすい情報提供の推進 
●各種保健施策のほか医療・介護福祉施策との連携による効果的な施策展開 など 

●ソーシャル・キャピタルの活用に向けた地域保健担当部門の体制整備                         
○地域の健康課題等の共有のため、標準化された指標による評価・分析を通じたＰＤＣＡサイクルの確立 
●各種保健施策や医療・介護福祉施策との効果的連携のための自治体内における体制整備 
○情報共有体制の強化や担当職員の資質向上のほか、平時からの自治体間連携の枠組み構築等による 
  健康危機管理体制の強化 
●国、都道府県・保健所、市町村による分野横断的・重層的な連携体制の構築   など 

地域協働推進のための具体的施策 

 

今後の地域保健対策のあり方 
～ 地域のソーシャル・キャピタルの活用を通じた健康なまちづくりの推進 ～ 

 

住民個人 

商店街 老人クラブ 
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地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正（平成24年7月

31日厚生労働省告示第464号）の概要 

 地域保健対策の推進に当たっては、地域のソーシャルキャピタルを活用し、住民によ
る共助への支援を推進すること。 

 市町村は、学校や企業などの地域の幅広い主体との連携を進め、住民との協働によ
る健康なまちづくりを推進すること。 

 市町村は、保健と介護及び福祉を一体的に提供できる体制整備に努め、都道府県及
び保健所は、管内の現状を踏まえ、医療、介護等のサービスの連携体制の強化に努め
ること。 

 都道府県及び市町村は、大規模災害時を想定し、被災地以外の自治体や国とも連携
した情報収集体制や保健活動の全体調整機能、応援等の体制を構築すること。また、
国は、広域的な災害保健活動に資する人材の育成の支援や迅速に保健師等について
迅速に派遣のあっせん・調整を行う仕組みの構築を行うこと。 

 保健所及び市町村保健センターは、学校保健委員会やより広域的な協議の場に可能
な限り参画し、連携体制の強化に努めること。 

 
 



地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正の概要（つづき） 

 国、都道府県及び市町村は、地域保健に関する情報の評価等を行い、その結果を地
域保健に関する計画に反映させるとともに、関係者や地域住民に広く公表することを通
じて、地域の健康課題と目標の共有化を図り、取組を一体的に推進することが重要であ
ること。 

 保健所は、専門的な立場から企画、調整、指導及びこれらに必要な事業等を行い、市
町村への積極的な支援に努めること。 

 都道府県及び政令指定都市は、サーベイランス機能の強化や迅速な検査体制の確立
等が求められていることを踏まえ、技術的中核機関としての地方衛生研究所の一層の
機能強化を図ること。 

 都道府県、国等は、食中毒等に係る情報共有体制の強化や監視員等の資質向上等
食品安全対策の強化及び生活衛生関係営業について監視指導の目標を設定するなど、
住民が安心できる体制の確保を図ること。 

 健康増進計画の策定・実施等の取組を行う場合、ソーシャルキャピタルを活用した地
域の健康づくりに関係するＮ Ｐ Ｏ 等との連携及び協力も強化すること。また、地域のが
ん対策、肝炎対策、歯科口腔保健の推進に関し、それぞれ必要な施策を講じること。

 
 



２ 地域における保健師の保健活動指針 
  等の見直しについて  



地域における保健師の保健活動について 

○ 地域における保健師の保健活動について 
   （平成１５年１０月１０日付け健発第１０１０００３号 健康局長通知） 
 
 
○ 地域における保健師の保健活動について 
   （平成１５年１０月１０日付け健総発第１０１０００１号 健康局総務課長通知） 
 
 
○ 地域における保健師の保健活動指針について 
   （平成１５年１０月１０日付け 健康局総務課保健指導官 事務連絡） 

現行の通知    三部構成 
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地域における保健師の保健活動について 

○ 地域における保健師の保健活動について 

  （平成１５年１０月１０日付け健発第１０１０００３号 健康局長通知）  
  都道府県及び市町村は下記により、地域における保健師の保健活動の充実強化を図る。 
    ・地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価を行うことができる体制の整備 
    ・保健師の計画的かつ継続的な確保 
    ・現任教育・自己啓発の奨励・地域保健対策に係る部門以外の部門への人事異動その他の手段に   
     よる教育の体系的な実施 
    ・様々な部門への適切な配置、地域保健関連施策の企画調整部門等への配置 

○ 地域における保健師の保健活動について 

  （平成１５年１０月１０日付け健総発第１０１０００１号 健康局総務課長通知）  
   都道府県及び市町村が留意すべき事項 
    ・一般的留意事項 
     地域保健関連施策の展開及びその評価、住民による主体的な健康づくりの支援、地域ケアシステ   
     ムの構築、保健計画等の策定、人材育成能力の習得 等 
    ・活動領域等に応じた留意事項 
     都道府県保健所：専門的保健サービスの提供、調査研究、各種保健計画策定への参画等 
     市町村：各分野に係る保健サービスの提供、各種保健計画の策定、地域ケアシステムの構築等 

○ 地域における保健師の保健活動指針について 

  （平成１５年１０月１０日付け 健康局総務課保健指導官事務連絡）  
   地域における保健師の保健活動を活動領域等別に分け、取り組むべき方向について具体的に示したも  
  の。保健師は行政職員としての職責を担うだけでなく、専門技術職員として保健活動を行うことが重要。 

9 



地域における保健師の保健活動指針 

１ 都道府県保健所・・・広域的に健康課題を把握し、その解決に取り組む。 
  ・専門的な保健サービスの提供、健康危機管理、先駆的な保健活動の実施、医療施設等に対する指導 
  ・地域の健康情報の収集・分析・提供、調査研究、各種保健計画策定への参画、保健医療福祉等の包括的シ  
   ステムの構築 
  ・広域的及び専門的立場からの技術的な助言・支援及び連絡調整 
 

地域における保健師の保健活動を活動領域等別に分け、取り組むべき方向について具体的に示したもの。 
保健師は行政職員としての職責を担うだけでなく、専門技術職員として保健活動を行うことが重要である。 

２ 市町村・・・住民の身近な健康問題に取り組む。 
  ・各分野に係る保健サービスの企画及び立案・提供・評価 
  ・地域特性を反映した各種保健計画の策定、当該計画に基づいた保健事業の実施 
  ・障害者プラン及びまちづくり計画等策定への参画及び施策に結びつく活動、地域ケアシステムの構築 

４ 都道府県、政令市及び特別区の本庁 
  ・保健所及び市町村等の保健活動に対する技術的及び専門的側面からの指導及び支援 
  ・地域保健関連施策の企画・調整及び評価 

３ 政令市及び特別区 
  ・１、２及び５の活動 

５ 福祉分野及び介護保険 
  ・対象とする住民等の保健福祉関連ニーズの把握、事業の企画・立案・サービスの実施及び評価 
  ・関係機関とのネットワーク強化、地域ケアシステムの構築、各種計画策定への参画、施策化に向けた活動 10 



保健師活動指針の活用状況 
 ○ 自治体において、保健師活動指針を策定している・・・１２都道府県 
 ○ 保健師活動指針の活用方法 
    ・現任教育、人材育成（研修等） 
    ・保健活動 
    ・予算確保、組織再編、事業の見直し 等 

自治体における指針の活用状況及び改定への要望 
平成24年度保健師等ブロック別研修会（ブロック別会議）事前質問等から 

保健師活動指針見直しにかかる要望 

 ・地域保健対策の方向性についての記載 
 ・人材育成に関する内容の記載 
 ・統括的な役割を担う保健師の位置づけと役割の明確化 
 ・施策ごとの具体的な活動指針の提示 
 ・都道府県・市町村等による分野横断的・重層的な連携にかかる記載  等 
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平成１６年以降の主な制度改正等① 

年 施策等 概要 

平成１６ 発達障害者支援法制定 
（17年施行） 

発達障害者の定義、発達障害の早期発見・発達支援等の事業、発
達障害者支援センターの設置、専門的な医療機関の確保等 

児童福祉法改正／児童虐待の防止
等に関する法律改正 

児童虐待の定義明確化、通告義務の範囲拡大、市町村における児
童相談に関する体制強化等 

平成１７ 介護保険法改正 
（18年施行） 

要介護度の区分変更と介護予防サービスの導入、市町村における
「地域包括支援センター」の創設等 

障害者自立支援法制定 
（18年施行） 

障害の種別（身体、知的、精神）にかかわらず、共通の制度のもとで
市町村が一元的に福祉サービス等の提供を行う仕組みを構築 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護
者に対する支援等に関する法律制
定（18年施行） 

高齢者虐待の定義、虐待を受けた高齢者の保護と養護者への支援、
家庭や施設等の虐待通報窓口を市町村とすること等 

平成１８ がん対策基本法制定 
（19年施行） 

がん対策推進基本計画の策定、がん予防及び早期発見の推進、が
ん医療の均てん化の促進等 

自殺対策基本法制定 自殺対策の基本理念、自殺対策の総合的推進、自殺者の親族等に
対する支援の充実等 

医療制度改革 

（高齢者の医療の確保に関する法
律制定（20年施行）） 

医療費適正化計画の策定、医療保険者への特定健康診査・特定保
健指導の義務づけ、後期高齢者医療制度の創設 



平成１６年以降の主な制度改正等② 

年 施策等 概要 

平成１９ こんにちは赤ちゃん事業開始 市町村において生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問
し、不安や悩みを聞き、親子の心身の状況等を把握及び助言を行
い、必要なサービスにつなげる。 

平成２０ 特定健康診査・特定保健指導開始 生活習慣病予防のため、医療保険者の義務として、４０～７４才の
医療保険被保険者・被扶養者に対して、特定健康診査・特定保健指
導を実施 

平成２１ 肝炎対策基本法制定 
 

肝炎対策の基本理念、肝炎対策基本指針の策定、肝炎予防及び早
期発見の推進、肝炎医療の均てん化の促進等 

保健師助産師看護師法等改正 
（22年施行） 

新たに業務に従事する看護職員の臨床研修その他の研修の努力
義務化 

平成２３ 
 

介護保険法改正 
（24年施行） 

医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供さ
れる地域包括ケアシステムの推進等 

障害者虐待の防止、障害者の養護
者に対する支援等に関する法律制
定（24年施行） 

障害者虐待の定義、虐待を受けた障害者の保護・自立支援と養護
者への支援、家庭や施設等の虐待通報窓口を市町村とすること等 
 

平成２４ 健康日本２１（第２次）策定 目標に「健康格差の縮小」「重症化予防」等を追加 

地域保健対策の推進に関する基本
的な指針の改正 

地域保健をめぐる状況変化を踏まえた改正、ソーシャルキャピタル
の積極的活用 



【構成員（五十音順・敬称略）】 
 
    青柳 玲子     新潟市保健衛生部こころの健康センターいのちの支援室 主幹  
 
    今村 知明     奈良県立医科大学健康政策医学講座 教授    
 
(座長)内山 博之     日本社会事業大学社会福祉学部 教授 
 
    加藤 静子     埼玉県保健医療部保健医療政策課 副課長   
  
    曽根 智史     国立保健医療科学院 企画調整主幹   
 
    田上 豊資     高知県中央東福祉保健所 所長 
 
    土屋 厚子     静岡県健康福祉部医療健康局健康増進課 専門監   
 
    中板 育美     公益社団法人日本看護協会 常任理事 
 
    鳩野 洋子     九州大学大学院医学研究院保健学部門 広域生涯発達看護学講座 教授 
 
    守屋 希伊子    埼玉県三郷市市民生活部健康推進課 健康づくり係長 

地域における保健師の保健活動に関する検討会 
   ※本検討会は地域域保健総合推進事業として実施 

○今後のスケジュール（案） 
 
  ○第２回検討会（平成24年11月上旬頃） 
   ・地域における保健師の保健活動について（論点メモ） 
 
  ○第３回検討会（平成24年11月下旬頃） 
   ・地域における保健師の保健活動について（論点整理） 
 
  ○第４回検討会（平成24年12月中旬頃） 
   ・地域における保健師の保健活動について（報告書（案）） 
 



３ 生活支援戦略について 



 
  ○社会保険制度  
  ○労働保険制度 

 

 
○生活保護制度 

→国民の信頼に応えた制度の確立 
 

○新たな生活困窮者 
 支援体系の構築 

○求職者支援制度 
   （H23.10～） 

【第
１
の
ネ
ッ
ト
】  

【第
２
の
ネ
ッ
ト
】 

【第
３
の
ネ
ッ
ト
】 

【「生活支援戦略」中間まとめ（抜粋）】 
○基本目標 
・生活支援戦略では、生活困窮者が経済的困窮と社会的孤立から脱却するとともに、親から子への「貧困の連鎖」を防止することを促
進する。 
・国民一人ひとりが「参加と自立」を基本としつつ、社会的に包摂される社会の実現を目指すとともに、各人の多様な能力開発とその向
上を図り、活力ある社会経済を構築する。 
・生活保護制度については、必要な人には支援するという基本的な考えを維持しつつ、給付の適正化を推進する等によって、国民の

信頼に応えた制度の確立を目指す。  

 
 

生
活
支
援
戦
略 

【期待される効果】 

①社会参加と自立の促進 

 ・生活困窮状態から脱却し、社会に

参加し自立する人の増加 

②「貧困の連鎖」の防止  

 ・子どもの貧困の防止、若者の就

労・自立の促進 

③生活保護給付の適正化 

 ・①・②や、指導等の強化による生活

保護給付の適正化の促進 

④自治体業務の軽減 

 ・「官民協働」による生活保護ケース

ワーカー業務の軽減と自立支援強

化 
17 

「生活支援戦略」の全体像 

第９回 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 資料 



○切れ目のない就労・自立支援とインセンティブの強化 

 

○健康・生活面等ライフスタイルの改善支援 

 

○医療扶助の適正化 

 

○不正・不適正受給対策の強化等 

 

○地方自治体の負担軽減 

18 

生活保護制度の見直しに関する論点 

第９回 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 資料抜粋 



 
【「生活支援戦略」中間まとめ（抜粋）】 
（３）「脱却インセンティブ」の強化 
 ③家計・生活指導の強化 
  生活保護受給者の自立を支援するため、自立に向けた家計・生活面の見直し指導を強化する。 
 
【現状と課題】 
 ・生活保護受給者の中には、毎月の支出を自らコントロールができないことにより生活困窮に至った者も少なくな 
  い。 
 ・保護費の使途は制限されていないとはいえ、受給者がギャンブルをしている等の状況は国民の理解を得ることは 
  難しい。   
   保護費の適正な使用を図るため現物給付化を求める意見もある。 
 ・住宅扶助については、宿所提供施設に限り現物給付が認められている。また、家賃滞納者等については、福祉事 
  務所の裁量で代理納付を実施しているところもある。 
  ※現物給付‥自治体自らが公営住宅等の住宅を受給者に提供するもの    
   ※代理納付‥受給者が民間賃貸住宅等を借り、その家賃を自治体が家主に直接支払うもの 
 ・都市部の古い民間賃貸住宅には空き室も一定程度あると見込まれる一方、一時的宿泊施設である無料低額宿泊所 
  等に長期にわたり入居している者がある。 
 ・また、高齢者等社会的居場所づくりが必要な者がいる。 
 
【特別部会における議論】 
 ・家計指導や保護脱却後のフォローアップは重要。その際には民間事業者への委託等の検討が必要。   
 ・生活困窮者への住居の提供について、大家の理解が得られるよう、情報提供等の取組みが必要。 
 ・居住の場そのものを確保するだけではなく、そこでの社会関係を作っていくための支援も必要。 
 ・社会の中に居場所があることが、孤立防止に非常に重要な役割を果たすので、居場所づくりの取組みを広げるこ 
  とが必要。 

これまでの主な議論等 

 ◎健康・生活面等ライフスタイルの改善支援のため、以下の観点からの取組が必要と考えられるが、どうか。 

健康・生活面等ライフスタイルの改善支援 

19 

これまでの議論等を踏まえた主な論点 

第９回 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 資料 



【健康・生活面等ライフスタイルの改善について】 
 ○健康・生活面等ライフスタイルの改善として、以下の取組が考えられるが、どうか。 
 

１ 健康管理について 
 ○ 受給者が自ら健康管理を行い、健康の維持、向上に努めることは、受給者の自立を助長する上では必須であるも 
  のの、そのことは現行法上明確にはされていないため、受給者自らが健康管理を行うことの責務を明記し、健康面 
  に着目した支援を強化する。 
○ また、受給者の健康状況を踏まえた効果的な助言指導を可能とするため、福祉事務所は受給者に対し、健康増進
法に基づく市町村の健康診査の受診などを促すとともに、これまで個人情報保護の観点から入手に問題のあっ
た、当該健康診査結果を福祉事務所が入手可能にする（Ｐ41の調査権限強化の中で対応）。 

 
○ あわせて、福祉事務所において、健康診査結果に基づく保健指導や、受給者からの健康や受診に関する相談等が
あった際に、助言指導等必要な対応を行う専門の職員の配置を検討する。これにより、受給者の疾病の早期発見
や重症化予防、状況に応じた医療機関との連携及び福祉事務所自体の医療扶助に係る相談・助言に関する体制の
強化を図る。 

 

２ 家計管理について 
 ○ 生活保護法上、保護費の適切な管理を受給者の責務として位置付けた上で、福祉事務所が必要と判断した者につ 
  いては、受給者の状況に応じて領収書の保存や家計簿の作成など支出内容を事後でも把握できるような取組を求め 
  る。   ※ 生活困窮者支援体系と一体的に検討 

 
３ 住宅扶助について 
 ○ 住宅扶助費の目的外使用を防止するため、代理納付を推進する。 

 
４ 民間住宅を活用した居住支援について 
 ○ 住宅扶助の代理納付の仕組みを利用して、家賃滞納のリスク解消という大家に対するメリットと引換に既存民間
住宅ストックへの生活保護受給者の受入を促進する。 

 ○ あわせて、受給者が地域に円滑に定着できるかといった大家の不安や、代理納付した場合、受給者と大家の間で
解決すべき日常生活上の課題についてまで自治体での対応を求められる状況があることに鑑み、この居住支援を地域
で見守り活動を行う民間団体に委託する。 

 ○ この場合、高齢・独居の多い生活保護受給者の一定の日常生活支援・相談を行ってもらうことにより、孤独防止
や地域での生活をできる限り継続することが可能となることも見込める。 

20 第９回 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 資料 



４ 保健師の配置状況について  



保健師の配置部門の推移（都道府県） 
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 総数が減少する中、本庁に所属する保健師
のみ微増している。 



保健師の配置部門の推移（保健所設置市） 
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 総数が増加しており、いずれの部門に所属
する保健師も増加している。 



保健師の配置部門の推移 
（保健所設置市の本庁部門の内訳） 

 介護保険部門、国民健康保険部門、福祉部門で増加がみ
られる。 
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保健師の配置部門の推移 
（保健所設置市の本庁福祉部門の内訳） 

 23年度は児童福祉担当課で急激な増加がみられる。 
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保健師数の配置部門の推移（市町村） 
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 本庁に所属する保健師が増加している。 



保健師の配置部門の推移 
（市町村の本庁部門の内訳） 
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27 

 保健部門、福祉部門に所属する保健師が増加している。 



保健師の配置部門の推移 
（市町村の本庁福祉部門の内訳） 

 児童福祉担当課（係）、障害福祉担当課（係）が増加し
ている。 
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S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

市 町 村 

保健所設置市・特別区 

小計 

都道府県 

自治体の保健師数の動向 

Ｈ６ 
地域保健法 

母子保健法改正 

Ｈ１２ 
介護保険制度 

Ｈ２０ 

特定健診・保
健指導制度 

出典：H７年までは保健婦設置状況調査、H8年は保健所運営報告、H10年は全国保健師長会調査、H9年,H11-20年は保健師等活動領域調査、H21-23年は保健師活動領域調査 

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

市 町 村 9,256  9,628  9,990  10,206  10,520  10,826  11,158  11,525  11,982  12,502  13,876  14,586  15,881  16,560  17,358  18,007  18,272  18,555  18,628  18,686  18,325  18,387  18,556  18,831  19,051  19,097  19,031 

保健所設置市・ 
特別区 

2,852  2,906  2,945  3,084  3,108  3,181  3,180  3,241  3,252  3,311  3,459  3,500  4,421  4,731  5,166  5,412  5,579  5,786  6,140  6,180  6,592  6,870  7,064  7,321  7,590  7,697  7,991 

小計 12,108  12,534  12,935  13,290  13,628  14,007  14,338  14,766  15,234  15,813  17,335  18,086  20,302  21,291  22,524  23,419  23,851  24,341  24,768  24,866  24,917  25,257  25,620  26,152  26,641  26,794  27,022 

都道府県 5,180  5,206  5,202  5,184  5,201  5,222  5,204  5,228  5,223  5,215  5,174  5,132  5,915  5,840  5,783  5,871  5,728  5,636  5,565  5,503  5,397  5,304  5,220  5,160  5,058  4,975  4,972 

Ｈ２３ 
自殺・うつ対策 

～地方分権の流れの中で市町村保健師の役割は拡大している～ 
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